
現在の首都高速道路の経緯

① 首都高速の計画・構想は、昭和26年の東京都による予備調査から始まり、昭和34年には基本計画

の決定・指示がなされ、そのわずか5年後には、4路線32.8kmが開通

② このような迅速な計画決定・工事完成の背景としては、（１）当時、インフラが増大する自動車交通に

日本武道館国立競技場

② のような迅速な計画決定 事完成の背景としては、（ ）当時、イン ラが増大する自動車交通

追いついていなかった状況から道路整備への理解が得やすかったことや、初のオリンピックに向け

た機運の盛り上がり、（２）既存の道路、川、堀、水路の上空などの徹底した活用、が挙げられる

■首都高速道路の事業経緯 日本武道館国立競技場

首都高速３号線

首都高速４号線

首都高速８号線

昭和26年

昭和28年

東京都による予備調査が開始

首都建設委員会※１が「首都高速道路
に関する計画」を国と東京都に勧告

■首都高速道路の事業経緯

選手村

首都高速 号線

首都高速２号線昭和34年

に関する計画」を国と東京都に勧告

首都高速道路公団法が公布、施行
基本計画指示（1号線～8号線：約71km）

首都高速1号線

昭和35年 首都圏整備委員会※１が、オリンピック
のために特に整備を急ぐ道路を決定

5
年
後駒沢オリンピック公園

羽田空港

昭和37年

昭和39年

首都高速1号線（芝浦～京橋間
4.5km）開通

オリンピック東京大会までに4路線

後

凡例

東京オリンピック時 供用路線

東京オリンピック時 建設中路線

（32.8km）が開通

※1 旧首都圏整備法に基づき設置され、首都圏整備計画の作成等を行う
（首都建設委員会は、首都圏整備委員会の前身）

※2 この当時は、アセス手続きは無し
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外かく環状道路の場合

Ｓ

（大泉ＪＣＴ
～都県境） （都県境～草加市） （草加市～三郷ＪＣＴ） （松戸ＩＣ～高谷ＪＣＴ）（東名ＪＣＴ～大泉ＪＣＴ） （三郷ＪＣＴ～県境）

都市計 ［高架式］
Ｓ４３都市計画 ［高架式］Ｓ４１ 都市計画 ［高架式］

（県境
～松戸ＩＣ）

東京都区間 埼玉県区間 千葉県区間

Ｓ
４
０
年
代

Ｓ

Ｓ４５ 建設大臣のいわゆる凍結発言

Ｓ４４ 都市計画 ［高架式］
Ｓ４３都市計画 ［高架式］

（和光市除く）
Ｓ４１ 都市計画 ［高架式］

Ｓ４８ 埼玉県知事より関東地方建設局長へ要望
・十分な環境対策を講じること 等

計画調整の難航１８年
計画調整の難航 ５年

Ｓ
５
０
～
６
０
年

Ｓ５４～Ｓ５５
都市計画［掘割式］
（和光市区間）

Ｓ５９～Ｓ６０ 都市計画 ［環境施設帯］

Ｓ６２ 建設省から千葉県知事に対して
再検討結果を提示Ｓ６１ 整備計画（事業着手）

１３
年

Ｓ５０ 千葉県知事が建設大臣に
計画の再検討を要請

Ｓ５９～Ｓ６１
都市計画［掘割式］

計画調整の難航
３５年

年
代

Ｈ
元

Ｈ８ 整備計画（事業着手）

Ｈ１０ 整備計画（事業着手）

再検討結果を提示

Ｈ７～Ｈ８ 都市計画 ［掘割式］

Ｈ１３ 大臣と都知事が「計画
のたたき台」を公表

８
年

Ｓ６１ 整備計画（事業着手）

１１
年

Ｈ４ 供用開始（和光ＩＣ～三郷ＪＣＴ）
Ｈ６ 供用開始（大泉ＪＣＴ～和光ＩＣ）

８
年

元
年
～

Ｈ１０ 整備計画（事業着手）

Ｈ１７ 供用開始
（三郷JCT～三郷南IC）

Ｈ１８～Ｈ１９ 都市計画
［地下式］

Ｈ２７供用予定 三郷南ＩＣ～高谷ＪＣＴ

１９
年

Ｈ２１ 整備計画（事業着手）

８
年

環境施設帯環境施設帯

本線

環境施設帯 環境施設帯

現
在
の
主
な

40
m

本線
本線

環境施設帯 環境施設帯本線

な
構
造
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中央環状新宿線の場合

Ｓ
４
０
年
代

中央環状新宿線（熊野町JCT～大橋JCT） 中央環状品川線（大橋JCT～大井JCT）

Ｓ４５ 高架式で都市計画手続きに着手するが、環境問題を中心とした住民運動等から都市計画決定まで至らず、休止

Ｓ６２ 東京都議会本会議で中央環状新宿線の基本構造を
地 式とする方針を表

代

Ｓ
５
０
～
６
０

計画調整の難航１７年
計画調整の難航２０年

地下式とする方針を表明０
年
代 Ｓ６３．６－Ｈ２．８

都市計画・環境影響評価 ［地下式］ ５
年 Ｈ２ 新規路線として調査を再開

※河川の地下空間等、公共用地の活用等について検討

Ｈ
元
年

※豊島区内の高架式区間の地下式への変更
換気所の計画変更等を実施

１６
年 １９

年

Ｈ１３．７－Ｈ１６．１１
都市計画・環境影響評価 ［地下式］

（ランプ数を３→１箇所へ変更）

Ｈ３．３ 工事開始

１６
年

年
～

Ｈ１９．１２ 供用開始（西新宿JCT～熊野町JCT）

Ｈ２２．３ 供用開始（大橋JCT～西新宿JCT）

年

８
年

Ｈ１８．３ 工事開始

Ｈ２５年度 供用予定（大橋JCT～大井JCT）

現
在
の
主主
な
構
造51



ボストンBIGDIGの場合

○ 外国の事例でも、ボストンのBIGDIGの場合、地域との調整で、構想から工事着手まで約30年間、

工事から完成まで15年（当初予定は8年）を要している

1960～70年代：市民による高架への反対運動／高

架から地下化への政治的動き。プラン

ナー、市、州、市民団体による地下化の

1991年 ：工事着手

：「Boston 2000 Plan」策定（ビジョンの策定）

1995年 地上の街路設計に関する合意事項が示された「街路コンセンサス

■構想から工事着工まで（約30年間） ■建設工事期間（約15年間）

ナ 、市、州、市民団体による地下化の

計画についての議論

1970年代：国際空港までの交通渋滞緩和のため、港

の下を通るトンネル建設を求める声が高

まる

1995年 ：地上の街路設計に関する合意事項が示された「街路コンセンサス・

プラン」策定

・市、州、市民の３者が参加するフォーラムにおいて街路設計を検討

1998年 ：「Boston 2000 Plan」更新
まる

1985年 ：地下化工事の環境影響評価書を作成

1987年 ：米国議会が地下化工事への融資を決定

・フォーラム、ワークショップ等を通じて、課題を明確化、実現に向け

た提案を検討

2001年 ：セントラル・アーテリー・コリドーマスタープランの策定

・2000年4月～2001年5月にかけて、策定。約1,700人が市民参加、

■建設工事期間の遅延について

合計100回以上のミーティングを実施

2006年 ：工事完成

工事期間

当初計画 1988年～1996年（8年）

建設工事期間中のボストン市内の経済活動の維

持を目的としたミティゲーションと呼ばれるプログ

ラム（交通、コミュニティ、環境の３分野）の実施に
約2倍

実際
1991年に着工、完成予定は2002年で
あったが、2度のスケジュール見直しに
より、2006年に完成（15年）

、 、環 実

より、プロジェクトが複雑となり、結果、工事期間

が大幅に遅延

約2倍
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構想段階における計画策定プロセスの体系

○ 国土交通省では、大規模事業にかかる過去の経緯を踏まえ、「公共事業の構想段階における計画策

定プロセスガイドライン」を策定

注：道路ではこれに先駆け「市民参画型道路計画プロセスのガイドライン」を策定注：道路ではこれに先駆け 市民参画型道路計画プロセスのガイドライン」を策定

■国土交通省のガイドライン策定の歩み

道路に関するガイドライン その他公共事業に関するガイドライン

2002年
（平成14年）

「市民参画型道路計画プロセスのガイドライン」
の策定（国土交通省初のガイドライン）

河川に関するガイドラインの策定（ 成 年）
と運用

2003年 港湾、空港に関するガイドライン
（平成15年） の策定と運用

2005年 「構想段階における市民参画型道路計画プロ2005年
（平成17年）

構想段階における市民参画型道路計画プ

セスのガイドライン」の策定（2002年版の改訂）

2008年 「公共事業の構想段階における計画策定プロセスガイドライン」の策定2008年
（平成20年）

「公共事業の構想段階における計画策定プロセスガイドライン」の策定

（国土交通省の全分野対象）

※2011年（平成23年）の環境影響評価法改正によるSEA導入（H25.4～）に先駆けてガイドラインを策定
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横浜環状北西線の場合

① 横浜環状北西線は、構想段階より、住民参画の下で、複数案の比較評価等を行い、概略計画を決定

② そのため、計画調整が難航することもなく、概略計画決定後、7年で事業化

主な経緯 ■主な計画案の比較評価

構

平成15年 ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｲﾝﾎﾞﾙﾌﾞﾒﾝﾄ（PI）開始の発議

■主な経緯
案③

高架案

（現道活用案）

■主な計画案の比較評価

構

想

段

階

平成16年 計画のたたき台の公表・意見募集

概略計画の検討状況の公表・意見募集
（6案の比較評価）

案①

階
平成17年 概略計画の案の公表・意見募集

（7案の比較評価）

概略計画の決定・公表

トンネル案

（最短距離）

案②
トンネル案

（鶴見川地下活用）

平成18年 環境影響評価の手続き開始
計
画
段

評価軸 【案①】 【案②】 【案③】

交通
・走行性に影響する曲線 6箇所

・S字カーブ 1箇所

・13箇所
・4箇所

・8箇所
・2箇所

7
年
後

平成23年

平成24年

都市計画決定

事業化

段
階

事
業

環境
・高架区間 3.0km
・トンネル区間 4.1km

・2.7km
・5.7km

・7.0km
・ 0km

土地利用
・道路用地に含まれる建物数 90件
・日照への影響がある高架区間2.2km

・90件
・2.1km

・250件
・1.8km

後

化
段
階

コスト 約2,200億円 約3,100億円 約2,300億円

総合評価 ○ × ×54


